
中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）説明会 

 

                     日 時 令和８年９月３０日（水） 

１４：００～１５：００ 

                     開催方法 ＷＥＢ（Microsoft Teams）開催 

 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 挨 拶 

 

 

 

３ 議 題 

（１）事業内容について  

 

 

 

 

 

 

 

（２）電子申請方法について  

 

 

 

 

 

 

 

４ 閉 会 



中東情勢に伴う 仕入価格高騰緊急支援事業

（ 農林水産業者）　 のご案内
中東情勢に伴う 仕入価格高騰緊急支援事業

（ 農林水産業者）　 のご案内

補助金の額

石油等由来製品

申請受付期間： 令和 8 年 9 月 3 0 日（ 水） ～令和 8 年1 1 月1 3 日（ 金）
※第 2 期は 1 2 月上旬頃受付開始予定です。

第 1 期

× 仕入数量交付単価

下限 10 万円上限 50 万円

石油等由来製品の代替品

石油等由来製品（ 石油等由来製品であっ て、 令和 8 年

3 月以降に交付対象者が仕入れた価格と 同年 2 月末

時点の販売価格を比較し て価格上昇率が 50% 以上で

あるこ と が確認でき る も の）

交付対象

仕入れた製品ごと に次の式によ り 算定し た額

交付単価

石油等由来製品の代替品（ 石油等由来製品の代替品で

あって、 令和 8 年 3 月以降に交付対象者が仕入れた価格

と 同年 2 月末時点の代替前製品の販売価格を比較し て

価格上昇率が 50% 以上であるこ と が確認できるもの）

交付対象

仕入れた製品ごと に次の式により 算定し た額

交付単価

×　 １ /２
令和８ 年３ 月以降の
仕入品単価（ 税抜）

令和８ 年２ 月末時点の
仕入品単価（ 税抜）

－ ×　 １ /２
令和８ 年３ 月以降の
代替品の仕入品単価

（ 税抜）

令和８ 年２ 月末時点の
代替前製品の仕入品単価

（ 税抜）

－



中東情勢に伴う 仕入価格高騰緊急支援事業（ 農林水産業者）
コ ールセンタ ー

TEL ０５０ -１７４６ -２６３４ 午前９ 時～午後５ 時（ 土・ 日・ 祝日を除く ）

お問合せ先

申請に必要な書類

特設サイト から オンラインで申請し てく ださ い。

特設サイト（ 補助事業の詳細や申請に必要な書類等を掲載し ていますのでご確認く ださ い。）

https://shiirekakakukoutou-norinsuisangyo.pref.saitam a.lg .jp

申請方法

※令和8年11月13日（ 金）23:59まで 

申請期間

※第 2 期は 12 月上旬頃受付開始予定です。

申請受付期間： 令和 8 年 9 月 30 日（ 水） ～令和 8 年 11 月 13 日（ 金）第 1 期

提出書類

交付申請書兼請求書（ 様式第１ 号）

中東情勢に伴う 仕入れ価格高騰緊急支援事業（ 農林水産業者） 費

補助金に係る 対象製品仕入量等集計表（ 様式第２ 号）

暴力団排除に関する 誓約事項（ 様式第３ 号）

※電子申請フ ォ ームから 必要事項の入力をお願い致し ます。

石油等由来製品
石油等由来製品の

代替品

必須

必須

必須

必須

必須

必須

必須

本補助金振込先の口座に関する 情報（ 金融機関名、 口座番号、 名義

人等） が分かる 書類（ 預金通帳の写し 等） 
必須 必須

必須

※電子申請フォームから 必要事項の入力をお願いします。 

※電子申請フォームから 必要事項の入力をお願いします。 

石油等由来製品等の仕入実績が分かる も の

・ 令和8 年3月以降の仕入額が分かる資料（ 単価が明示さ れているも のに限る）
・ 令和8年2月末時点の価格及び仕入量が分かる資料
※令和8年2月末に仕入実績がない場合は仕入量を証する書類は省略可と する

石油等由来製品について申請する場合

石油等由来製品の代替品について申請する場合

・ 令和8 年3月以降の仕入額が分かる資料（ 単価が明示さ れているも のに限る）
・ 令和8年2月末時点の代替前製品の価格・ 仕入量が分かる資料
※令和8年2月末に仕入実績がない場合は仕入量を証する書類は省略可と する

埼玉県マスコ ッ ト
「 さ いたまっ ち＆コ バト ン」

※その他、 知事が必要と 認める 書類の提出を 求める こ と がございます。

交付対象者

埼玉県内に住所を 有する農林水産業者又は埼玉県内に主たる事業所を置く

農林水産業を 営む法人
※詳細な対象要件はホームページを ご覧く ださ い。

https://shiirekakakukoutou-norinsuisangyo.pref.saitama.lg.jp


埼玉県マスコット 

「コバトン」「さいたまっち」 

 
中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業 

（農林水産業者）申請要領 
 

  

 

 

 

 

 

埼玉県農林部生産振興課 

  

【申請受付期間】 

  第１回 

令和８年９月３０日（水）～ 令和８年１１月１３日（金） 

  第２回 

令和８年１２月７日（月）から令和９年１月１５日（金） 

   ※ 申請方法は電子申請となります。窓口での申請はできません。 

   ※ 申請受付期間を過ぎて提出されたものは受け付けることはできません。 

  

【問い合せ先】  

令和８年９月２９日（火）～ 令和９年２月２６日（金）まで 

 

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者） 

コールセンター     

   ０５０-１７４６－２６３４ 

     受付時間 午前９時から午後５時まで(土・日・祝日除く) 

   ※通話料金は発信者であるご自身の負担となります。 
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Ⅰ 交付対象者 

   交付対象者は、次のア～エまでの要件を全て満たす農林水産業者です。 

チェック 交付要件 

□ 
ア 埼玉県内に住所を有する農林水産業者又は埼玉県内に主たる事業所

を置く農林水産業を営む法人であること。 

□ 
イ 申請日時点において、埼玉県内で農林水産業を経営しており、引き続

き埼玉県内で経営を継続する意思を有すること。 

□ 
ウ 農林水産業を営むに当たって関連する法令及び条例等を遵守してい

ること。 

□ 

エ 実質的に経営に関与する者等に、埼玉県暴力団排除条例（平成２３年埼

玉県条例第３９号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条例第２第２号

に規定する暴力団員等を含まないこと。 

 

Ⅱ 事業内容 

１ 交付対象 

交付対象は、次のとおりです。 

（１）石油等由来製品 ＊１ 

石油等由来製品であって、令和８年３月以降に交付対象者が仕入れた価格と同

年２月末時点の販売価格を比較して価格上昇率が 50％以上であることが確認で

きるもの 

（２）石油等由来製品の代替品 ＊２ 

石油等由来製品の代替品であって、令和８年３月以降に交付対象者が仕入れた

価格と同年２月末時点の代替前製品の販売価格を比較して価格上昇率が 50％以

上であることが確認できるもの 

＊１ 農林水産業の経営に供する資材のうち石油や天然ガスなどの化石資源を原料

として製造された製品 

＊２ 農林水産業の経営に供する資材のうち石油等由来製品に代わり使用でき、同

等の機能を有する製品 

 

２ 補助金の額等 

令和８年３月以降に仕入れた石油等由来製品、石油等由来製品の代替品の費用を

もとに、下記の補助金額算定の考え方に基づいて算出します。 

算出した補助金申請額の合計が 50万円を超える場合には、補助金額は 50万円と

なります。また、算出した補助金申請額の合計が 10 万円に満たない場合は、交付

対象となりません。 
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検索 

（補助金額算定の考え方） 

交付対象 交付単価 補助金の額 補助上限額・下限額 

石油等由来製品 

（石油等由来製品であっ

て、令和８年３月以降に

交付対象者が仕入れた価

格と同年２月末時点の販

売価格を比較して価格上

昇率が50％以上であるこ

とが確認できるもの） 

仕入れた製品ごとに次の式

により算定した額 

 

(a-b)×1/2 

a: 令和８年３月以降の仕入

品単価（税抜） 

b: 令和８年２月末時点の仕

入品単価（税抜）＊１ 

交付単価に仕入

数量を乗じた額  

＊３ 

 

上限額 50万円 

下限額 10万円 

石油等由来製品の代替品 

（石油等由来製品の代替

品であって、令和８年３

月以降に交付対象者が仕

入れた価格と同年２月末

時点の代替前製品の販売

価格を比較して価格上昇

率が50％以上であること

が確認できるもの） 

仕入品ごとに次の式により

算定した額 

 

(a-b)×1/2 

a: 令和８年３月以降の代替

品の仕入品単価（税抜） 

b:令和８年２月末時点の代

替前製品の仕入品単価（税

抜）＊２ 

＊１ 石油等由来製品について、令和８年２月末時点で同一製品の仕入実績がない場合

にあっては、同時点の販売価格を証する書類の提出により、当該価格を用いて算定

するものとする。 

＊２ 石油等由来製品の代替品について、令和８年２月末時点で代替前製品の仕入実績

がない場合にあっては、同時点の販売価格を証する書類の提出により、当該価格を

用いて算定するものとする。 

＊３ 千円未満は切り捨てとする。 

※消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 

※いずれも予算の範囲内で交付する。 

 

Ⅲ 申請手続等 

１ 申請受付期間 

   第１回：令和８年９月３０日（水）から令和８年１１月１３日（金）まで 

   第２回：令和８年１２月７日（月）から令和９年１月１５日（金）まで 

 

２ 申請方法 

   以下のホームページの電子申請フォームから申請してください。 

 

 

https://shiirekakakukoutou-norinsuisangyo.pref.saitama.lg.jp 

※締切日の 23 時 59 分までに電子申請を完了してください。 

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者） 

https://shiirekakakukoutou-norinsuisangyo.pref.saitama.lg.jp
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【推奨ブラウザ】  

申請時の各 OS に対する推奨ブラウザは以下のとおりです。  

推奨以外のブラウザを使用した場合、正しく表示されない場合があります。  

ＰＣ  

・Windows 版 Google Chrome、Mozilla Firefox、Microsoft Edge の最新版  

・Mac 版 Google Chrome、Safari、Mozilla Firefox の最新版  

スマートフォン  

Android 又は iOS の標準搭載ブラウザの最新版（日本語版）  

機種によって、画面表示が崩れたり、文字が切れる可能性があります。  

 

【注意】添付ファイルの容量  

○「交付申請兼請求」の電子申請における各項目に添付するファイルの容量の上限は

9.4MB です。 

上限を超える場合には以下のコールセンターに御連絡ください。 

 

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）コールセンター     

     電話番号 ０５０-１７４６－２６３４ 

      受付時間 午前９時から午後５時まで(土・日・祝日除く) 

※通話料金は発信者であるご自身の負担となります。 

 

３ 申請書類 

下表の申請書類を電子申請フォームから提出してください。また、必要に応じて

追加書類の提出を求めることがあります。 

＜注意事項＞ 

必要に応じて追加の書類の提出や申請内容の確認、説明を求めるために連絡する

ことがあります。その際、連絡が取れない場合や期日までに指定した書類の提出が

ない場合には、不交付決定をさせていただくことがあります。 

 

 チェック 申請書類 

１  交付申請書兼請求書（様式第１号） 

２  
中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費 

補助金に係る対象製品仕入量等集計表（様式第２号） 

３  暴力団排除に関する誓約事項（様式第３号） 



5 

 

４  

石油等由来製品等の仕入実績がわかるもの 

※石油等由来製品にあっては、令和８年３月以降の仕入額並びに令

和８年２月末時点の価格及び仕入量（石油等由来製品の代替品に

あっては、令和８年３月以降の仕入額並びに令和８年２月末時点

の代替前製品の価格及び仕入量）が証明できるもの。なお、令和

８年２月末に仕入実績がない場合は仕入量を証する書類は省略

可とする。 

５  
本補助金振込先の口座に関する情報（金融機関名、口座番号、名

義人等）が分かる書類（預金通帳の写し等） 

 

４ 申請の支援 

   申請に当たっては、県から委託を受けた申請を支援する団体のサポートを受ける

ことができます。 

希望する方は、電子申請の手続き、石油等由来製品等の仕入実績、価格が分かる

資料の提供等について申請を支援する団体に相談してください。 

 

５ 申請書類の審査及び補正 

   申請書類の受領後、事務局が交付要件に基づき内容を審査します。 

   不備がある場合はメール又は電話でお知らせします。必要に応じて、電子申請フ

ォームから申請内容の修正や添付書類の追加をお願いします。 

 

６ 交付の決定 

（１）交付の決定 

  「交付申請書兼請求書」等の内容が適正と認められ、本補助金を交付する旨を決

定したときは、後日、「交付決定・確定通知書（様式第４号）」をシステム上で交

付又は郵送し、本補助金を指定口座に振り込みます。 

（２）不交付の決定 

  申請が要件に該当しないなどの理由で、本補助金を交付しない旨を決定したとき  

は、後日、不交付に関する通知を郵送します。 

 

７ その他 

（１）状況報告及び是正措置 

 本補助金の交付に必要な場合は、事業所の検査又は報告の請求を行うことが

あります。また、検査又は報告の結果、本補助金の交付に疑義が生じた場合

は、必要な是正措置を求めることがあります。 

（２）交付決定の取消し 

交付決定後に虚偽の申請その他本補助金の交付が不適当であると認められる

事実が判明した場合は、交付決定を取り消します。また、本補助金の振込後に
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交付決定を取り消した場合は、当該補助金を返還していただきます。返還に当

たっては当該補助金を交付した日から返還された日までの日数に応じ、当該補

助金の額につき年10.95％の割合で計算した加算金を納付していただきます。ま

た、期日までに返還しなかったときは、期日の翌日から返還までの日数に応

じ、未納額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を納付していただきます。 

 

８ 申請手続きに関する問い合わせ先 

  中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）コールセンター     

  電話番号 ０５０-１７４６－２６３４ 

  受付時間 午前９時から午後５時まで(土・日・祝日除く) 

※通話料金は発信者であるご自身の負担となります。 

 

 

 



中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金交付要綱 

 

令和８年９月３日決裁                           

 

第１条 県は、中東情勢の影響による石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足に直

面する農林水産業者に対して、石油等由来製品の仕入れ価格上昇分及びその代替品

に対する仕入れ価格差の一部を支援することを目的に、予算の範囲内において、中

東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金（以下「本補助

金」という。）を交付する。 

２ 本補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則(昭和４０年埼玉

県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定める

ところによる。 

 

（定義）  

第２条 この要綱において、「石油等由来製品」とは、農林水産業の経営に供する資材

のうち石油や天然ガスなどの化石資源を原料として製造された製品をいう。 

２ この要綱において、「石油等由来製品の代替品」とは、農林水産業の経営に供する

資材のうち石油等由来製品に代わり使用でき、同等の機能を有する製品をいう。 

 

（交付対象者） 

第３条 交付対象者は、埼玉県内に住所を有する農林水産業者又は埼玉県内に主たる事

業所を置く農林水産業を営む法人で、申請日時点において、県内で経営しており、

引き続き県内で経営を継続する意思を有する者とし、農林水産業を営むに当たって

関連する法令及び条例等を遵守している者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、埼玉県暴力団排除条例（平成２３年埼玉県条例第３９号）

第２条第１号に規定する暴力団又は同条例第２第２号に規定する暴力団員と密接な

関係を有する者は、交付対象者としない。 

 

（交付対象） 

第４条 交付対象は、次のとおりとする。 

一 石油等由来製品であって、令和８年３月以降に交付対象者が仕入れた価格と同年

２月末時点の販売価格を比較して価格上昇率が50％以上であることが確認できるも

の 

二 石油等由来製品の代替品であって、令和８年３月以降に交付対象者が仕入れた価

格と同年２月末時点の代替前製品の販売価格を比較して価格上昇率が50％以上であ

ることが確認できるもの 

 

（補助額及び補助上限額・下限額） 

第５条 補助額及び補助上限額・下限額は、別表１のとおりとする。 

なお、国や市町村の同様の制度（補助金等）を併用し、その額が価格高騰分総額の

２分の１以下である場合は、減じた額を補助額の上限とする。 

 

（交付の申請等） 

第６条 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請書兼請求書（様式第１号）を

別に定める期限までに知事に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書兼請求書は、本補助金交付決定通知後、規則第１３条の規定による報



告書を兼ねるものとする。 

３ 第１項の申請書兼請求書の請求書は、本補助金の額の確定通知後、効力を発するも

のとする。 

 

（添付書類） 

第７条 規則第４条第２項第１号から第４号の書類は省略するものとする。 

２ 規則第４条第２項第５号の書類は、次の各号に掲げるものとする。 

一 石油等由来製品等の仕入実績がわかるもの 

石油等由来製品にあっては、令和８年３月以降の仕入額並びに令和８年２月末時

点の価格及び仕入量（石油等由来製品の代替品にあっては、令和８年３月以降の仕

入額並びに令和８年２月末時点の代替前製品の価格及び仕入量）が証明できるもの。

なお、令和８年２月末に仕入実績がない場合は仕入量を証する書類は省略可とする。 

二 中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金に係る対象

製品仕入量等集計表（様式第２号） 

三 暴力団排除に関する誓約事項（様式第３号） 

四 その他、知事が必要と認める書類 

 

（交付決定の通知等） 

第８条 交付申請書兼請求書（様式第１号）に基づく申請に対する規則第７条の交付決

定通知書及び同第１４条の確定通知は交付決定・確定通知書（様式第４号）のとお

りとする。 

２ 知事は、本補助金を交付しないことを決定した場合は、不交付決定通知書（様式第

５号）により申請者に通知するものとする。 

 

（本補助金の支払い） 

第９条 本補助金の支払いは、精算払いによるものとし、第８条第１項の額の確定通知

後、第６条第３項による請求に基づき行う。 

 

（状況報告及び是正措置等） 

第１０条 知事は、本補助金の交付に関して必要な場合は、申請者又は本補助金の交付

決定を受けた者に対して事業所等の検査又は報告の請求を行うことができる。 

２ 知事は、前項の検査又は報告の結果、本補助金の交付に疑義がある場合は、必要な

是正措置を求めることができる。 

 

（重複受給の禁止）  

第１１条 本補助金の交付を受けた者は、本補助金の交付対象期間における石油等由来

製品の仕入れ価格上昇分及びその代替品に対する仕入れ価格差に対する支援に関し

て、この要綱で定める補助金以外の一切の補助金等を県から受給してはならない。 

 

（決定の取消し等） 

第１２条 知事は、交付決定後に申請者が交付対象でない事実や不法又は不正な行為を

行ったことが明らかになった場合は、交付決定を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、本補助金の支払後においても適用があるものとする。 

３ 規則で定める補助金の返還、加算金及び延滞金の規定は、前２項の規定による取消

しをした場合について準用する。 

 



（書類整備等） 

第１３条 交付対象者は、本補助金に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿等を備え、

かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しなければならない。 

２ 交付対象者は、前項の帳簿その他の書類を本補助金の受領が完了した日の属する会

計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１４条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年９月３日から施行する。 

 

 

 



別表１（第５条関係） 

交付対象 交付単価 補助金の額 補助上限額・下限額 

石油等由来製品 

（石油等由来製品であ

って、令和８年３月以

降に交付対象者が仕入

れた価格と同年２月末

時点の販売価格を比較

して価格上昇率が50％

以上であることが確認

できるもの） 

仕入れた製品ごとに次の式

により算定した額 

 

(a-b)×1/2 

a: 令和８年３月以降の仕入

品単価（税抜） 

b: 令和８年２月末時点の仕

入品単価（税抜）＊１ 

交付単価に仕入数

量を乗じた額  

＊３ 

 

上限額 50万円 

下限額 10万円 

石油等由来製品の代替

品 

（石油等由来製品の代

替品であって、令和８

年３月以降に交付対象

者が仕入れた価格と同

年２月末時点の代替前

製品の販売価格を比較

して価格上昇率が50％

以上であることが確認

できるもの） 

仕入品ごとに次の式により

算定した額 

 

(a-b)×1/2 

a: 令和８年３月以降の代替

品の仕入品単価（税抜） 

b:令和８年２月末時点の代

替前製品の仕入品単価（税

抜）＊２ 

＊１ 石油等由来製品について、令和８年２月末時点で同一製品の仕入実績がない場合

にあっては、同時点の販売価格を証する書類の提出により、当該価格を用いて算定

するものとする。 

＊２ 石油等由来製品の代替品について、令和８年２月末時点で代替前製品の仕入実績

がない場合にあっては、同時点の販売価格を証する書類の提出により、当該価格を

用いて算定するものとする。 

＊３ 千円未満は切り捨てとする。 

※消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 

※いずれも予算の範囲内で交付する。 

 



様式第１号（第６条関係）

（あて先） 申請日 令和　　年　 　月　 　日

埼玉県知事

１.申請者

２.振込先口座

　　□普通　　□当座

３.申請額・請求額

※金額は様式第２号の補助金申請額から転記ください。

４.確認事項（チェックしてください）

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金交付申請書兼請求書

　中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第６条の規定に
より、必要な書類を添えて申請します。あわせて、交付が決定し、補助金額が確定した場合は、以下の口座への振込を請求
します。
　なお、申請に当たり、裏面の内容について誓約します。

法人番号（法人のみ）

フリガナ

記

氏名または法人名

担当者メールアドレス

（法人の場合）
代表者役職・氏名

役職
フリガナ

　□明治　□大正　□昭和　□平成 　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

担当者名・電話番号 担当者名

（法人の場合）
代表者自宅住所

〒　　　　　－

生年月日
（法人の場合は
代表者のもの）

電話番号 　－　　　　　　　　－　　　

郵便物の希望送付先住所

所在地と同じ　・　代表者自宅住所と同じ（いずれかに〇をつけてください）

〒　　　　　－

主な経営内容 　□農業　□畜産業　□林業　□水産業

住所または
法人所在地

〒　　　　 　－

氏名

（法人の場合）
県内の主たる事業

所所在地
〒　　　　 　－

金融機関名称

口座名義(ｶﾅ)

区分

口座番号口座種別

申請区分に
チェック

金額（円）

金融機関コード 支店コード

□銀行　□農協　□金庫　□組合

□本店　□支店　□支所　□出張所支店名称

合計
円

□ ３.申請額・請求額の対象となる製品については、本補助金以外の一切の補助金等を県から受給していません。

□

□
円

円
石油等由来製品

石油等由来製品の代替品

市町村等支援金 円

補助金申請額・請求額 円

(それ以外の場合)



中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金の申請に関する誓約

1. 申請要件の全てを満たしています。また、申請及び提出の内容に虚偽や不正はありません。

2. 補助金の申請に当たり、提出する書類の写しは全て、原本と相違ありません。

3. 関係書類の提出の求め、申請内容に関する聴取や調査があった場合は、これに応じます。指定の期
   日までに応じない場合には、不交付として取り扱われることに同意します。

4. 申請日時点で倒産・廃業しておらず、申請後も事業継続の意思があります。

5. 申請日以降、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに埼玉県に報告します。

6. 本補助金の申請及び交付に関する情報が、本事業の適切な執行を正当な理由として、埼玉県警察そ
   の他の行政機関等に共有される場合があることに同意します。

7. 提出書類、その裏付けとなる取引内容が確認できる帳簿書類及び通帳などを５年間保存します。

8. この誓約に反していることが判明した場合は、補助金申請の取下げ、補助金の返還等に応じます。
　 また、それにより生じた損害については、私が一切の責任を負うものとします。



事業者名

作目 品目 用途 品名
単価（円）
（税抜）

数量 品名
単価（円）
（税抜）

数量

例 例 例 d e ｆ

主穀、野菜 米、ねぎ 包装資材、生産資材 (a-b) (d/2) (c×e)
➀
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

小計

作目 品目 用途 品名
単価（円）
（税抜）

数量 品名
単価（円）
（税抜）

数量

例 例 例 d e ｆ

主穀、野菜 米、ねぎ 包装資材、生産資材 (a-b) (d/2) (c×e)
➀
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

小計

（注１０）補助金申請額の上限額は50万円であるため、50万円を上回った場合は50万円としてください。また、補助金申請額が10万円に満たない場合は、交付対象となりません。

（注１）作目について、「その他」を選択した場合には、備考欄に具体的な作目名を記入してください。

（注２）金額は、税抜価格を記入してください。

（注３）行が不足する場合は適宜追加してください。

（注４）石油等由来製品にあっては、令和８年３月以降の仕入額並びに令和８年２月末時点の価格及び仕入量（石油等由来製品の代替品にあっては、令和８年３月以降の仕入額並びに令和８年２月時点の代替前製品の価格及び仕入量）が証明できる資料を添付してください。

（注５）石油等由来製品について、令和８年２月末時点で同一の製品を仕入れておらず仕入実績を示せない場合であって、令和８年２月末時点の販売価格を示せる資料を添付できる場合にあっては、
　　　　「令和８年２月時点の仕入実績【値上げ前】」の数量欄に「－」を記入し、備考欄に「令和８年２月末時点の販売価格を添付」と記入してください。

備考

b a c

様式第２号

　　　中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金に係る対象製品仕入量等集計表

１　石油等由来製品

番
号

補助対象製品の利用分野
令和８年２月末時点の仕入実績

【値上げ前】
令和８年３月以降の仕入実績

【値上げ後】 仕入単価の差額(円）
（税抜）

交付単価(円）
（税抜）

数量×交付単価
（税抜）

２　石油等由来製品の代替品

番
号

補助対象製品の利用分野
令和８年２月末時点の代替前製品の仕入実績

【値上げ前】
令和８年３月以降の仕入実績

【値上げ後】 仕入単価の差額(円）
（税抜）

３　補助金申請額

交付単価(円）
（税抜）

数量×交付単価
（税抜）

備考

b a c

区分

石油等由来製品

石油等由来製品の代替品

金額（円） 備考欄

（注９）市町村等支援金の該当がある場合には、備考欄に具体的な支援金名称を記入してください。

合計

補助金申請額

市町村等支援金

（注６）石油等由来製品の代替品について、令和８年２月末時点で代替前製品を仕入れておらず仕入実績を示せない場合であって、令和８年２月末時点の
　　　代替前製品の販売価格を示せる資料を添付できる場合にあっては、「令和８年２月末時点の代替前製品の仕入実績【値上げ前】」の数量欄に「－」を記入し、備考欄に
　　　「令和８年２月末時点の販売価格を添付」と記入してください。

（注７）金額の桁数は小数点第一位までとし、計算にあたっては小数点第二位以下切捨てとしてください。

（注８）計算の結果導かれる補助金申請額は、千円未満を切り捨ててください。



  

様式第３号（第７条関係）  

 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助金の交付対象期間内及び完了

後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこ

の誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。  

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成 23 年埼

玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法

人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表

者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同

条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関

係を有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契

約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当

することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三

者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が法人等に対

して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められるとき。 

 

 

 

   所在地：                                            

 

      事業者名：                                            

 

代表者職・氏名： 



様式第４号（第８条第１項関係） 

 

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金 

交付決定・確定通知書 

 

番   号 

   年 月 日 

 

              様 

 

 

埼玉県知事  氏         名   

 

 

令和〇〇年〇月〇日付けで申請のあった中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業

（農林水産業者）費補助金について、下記のとおり、中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急

支援事業（農林水産業者）費補助金交付要綱第８条の規定により、交付するとともに、

同条の規定により、補助金の額を確定します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額 金           円 
 
２ 補助金交付確定額 金           円 
 
３ 交付方法 
  申請書記載の口座への口座振替 
 
４ 留意事項 

 交付決定後に虚偽の申請又は中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水

産業者）費補助金の交付が不適当であると認められる事実が判明した場合は、交付

決定を取り消します。また、中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産

業者）費補助金の交付後の場合は返還を求めます。 
 

 



様式第５号（第８条第２項関係） 

 

中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）費補助金 

不交付決定通知書 

 

番   号 

   年 月 日 

 

              様 

 

 

埼玉県知事  氏         名   

 

 

令和〇〇年〇月〇日付けで申請のあった中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業

（農林水産業者）費補助金について、審査の結果、下記の理由により不交付と決定しま

したので、通知します。 

 

記 

 

不交付の理由 

 



補助金申請額の計算例

単価（円） 数量

b a c d e ｆ g

（a-b）/b×100 (a-b) (d/2) (c×e) (f-g)

例① マルチ 2,000 2,500 500 25 - - - - - ✕ 価格上昇率が50％に満たないため

例② マルチ 2,000 5,000 500 150 3,000 1,500 750,000 - 500,000 〇 上限額は50万円のため

例③ 防曇袋 500 1,000 100 100 500 250 25,000 - - 単品では× 下限額の10万円を下回るため

例④ 防曇袋 500 1,000 500 100 500 250 125,000 - 125,000 〇

例⑤ 防曇袋 500 1,000 500 100 500 250 125,000 20,000 105,000 〇 市町村等支援金を控除

交付対象となるか

可否 備考

例 製品

交付単価（円） 数量×交付単価（円）
市町村等

支援金（円）
補助金申請額（円）

令和8年3月以降の仕入実績
令和8年2月末時点の

販売単価（円）
価格上昇率（％） 単価の差額（円）



中東情勢に伴う仕入価格高騰緊急支援事業（農林水産業者）事務局

中東情勢に伴う

仕入価格高騰緊急支援事業

（農林水産業者）

電子申請マニュアル

（202６年9月29日時点）
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電子申請マニュアル 目次

Ｐ. 3～５１. 申請者登録

P. ６～７２. パスワード登録

P. 8３. ログイン

P.9～134．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

P.145．添付ファイル保存（STEP2）

P.15～196．対象製品仕入量入力（STEP3）

P.20～227．誓約事項確認（STEP4）

P.238．申請完了（STEP5）

申請フォーム入力画面の保存時間は60分となっております。

予め資料等ご用意のうえご申請ください。
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■初めて申請する方は、「メールアドレスの登録」ボタンをクリックしてください。

１．申請者登録

①「メールアドレスの登録」ボタンをクリックする。

①
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１．申請者登録

※メールアドレスが登録済みの場合はエラーが出ます。
過去に登録をされていないかご確認いただくか、登録の覚えが
ない場合には事務局にご確認をお願いいたします。

■メールアドレスの入力・登録をしてください。
「次へ進む」ボタンをクリックしてください。

saitama-mihon@abc-defg

saitama-mihon@abc-defg

②

②メールアドレスを入力する。

③

③「次へ進む」ボタンをクリックする。
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１．申請者登録

■入力したメールアドレスを確認し、「登録する」ボタンをクリックしてください。

saitama-mihon@○○○.○○.jp

④入力したメールアドレスに誤りがないか再度確認し、
「登録する」ボタンをクリックする。

④
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２．パスワード登録

■登録したメールアドレス宛に『メールアドレス登録完了通知』が届きますので、メールに
記載されたURLをクリックしてください。

事業者様ごと固有URLが送付されます。

①

①受信したメールに記載されたURLをクリックする。

050-1746-2634
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２．パスワード登録

■ご自身で設定したパスワードを入力し、「登録する」ボタンをクリックしてください。

設定したパスワードが表示されます

②

②設定したパスワードを入力する。 ③「登録する」ボタンをクリックする。

③

④

④上記の表示が出たら、登録完了です。マイページにログインし、申請に進んでください。
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３．ログイン

■マイページから申請者情報登録を行います。
登録したメールアドレス・パスワードを入力してください。

①登録したメールアドレス・
パスワードを入力する。

①

②

②「ログイン」ボタンをクリックする。
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4．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

■ 「申請フォーム」のページに切り替わりましたら、案内に従い入力してください。

③
③事業者区分の選択
法人の場合は「法人」
個人事業主の場合は「個人事業主」
を選択してください。

④法人番号を入力
※事業者区分が法人の場合のみ
半角数字13桁の法人番号を入力し
てください。

⑤氏名または法人名
及び⑥カナ
法人の場合は法人名
個人事業主の場合は代表者氏名を
入力してください。

カナは全角でのご入力をお願いい
たします。

⑤

事業者区分で法人を選択すると
「法人番号」を入力する箇所が出てきます。

⑥

④※法人の場合のみ
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4．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

⑦

⑧ ※法人の場合のみ

⑦住所または法人所在地
※申請区分で法人を選択した場合
は法人住所（履歴事項全部証明書と
同じ住所）また、建物名も登記上の
住所で登録されている場合、忘れず
入力してください。個人事業主の場
合は住民票に登録している(お住ま
い)の埼玉県内の住所をご入力くだ
さい。

※郵便番号を入力すると、「都道府
県名・市区町村名・町域名」は自動入
力されます。

⑧埼玉県内の主たる事業所
所在地
※事業者区分が法人の場合のみ
⑦で入力いただいた住所と同じで
あれば「住所または法人所在地と同
じ」を選択ください。

⑦と同じでない・法人住所が埼玉県
外の場合、「住所または法人所在地
と異なる」を選択し、⑨に入力をお
願いいたします。

⑨県内の主たる事業所所在
地
※⑧で住所または法人所在地と異
なるを選択した場合のみ
埼玉県内の事業所住所を入力くだ
さい。

⑨
※⑧で住所または所在地と異なるを選択した場合のみ
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4．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

⑩※法人の場合のみ

⑪※法人の場合のみ

⑫※法人の場合のみ

⑬

⑩代表者役職
※事業者区分が法人の場合のみ
役職を入力する。
※代表者の役職を入力してくださ
い。

⑪代表者氏名/カナ
※事業者区分が法人の場合のみ
氏名を入力する。
※代表者の氏名を漢字、 カタカナ
で入力してください。

⑫代表者自宅住所
※事業者区分が法人の場合のみ
住所を入力する。
住民票に登録している住所をご入
力ください。
※郵便番号を入力すると、「都道府
県名・市区町村名・町域名」は自動入
力されます。正しく入力されている
か確認してください。

⑬代表者生年月日
生年月日を入力する。
※代表者の生年月日を和暦で入力
してください。

⑭主な経営内容
農業/畜産業/林業/水産業の中で経
営されている内容全てにチェック
※2つ以上経営されている場合で
も1回にまとめて申請していただく
必要があります。

⑮郵便物希望送付先住所
該当する項目を選択する。
※「それ以外の場合」を選択された
方のみ⑯にて希望送付先の郵便番
号・住所を入力してください。

⑯郵便物希望先住所の入力
※⑮でそれ以外の場合を選択した
場合のみ
ご希望のご住所を入力ください。

⑭

⑮

⑯※⑮で「それ以外の場合」を選択した場合のみ
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4．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

⑰※個人事業主の場合のみ

⑱

⑲

⑰担当者について
※事業者区分が個人事業主の場合
のみ
申請者ご本人の申請か代理の方の
申請かをご選択ください。

⑱担当者氏名
氏名を入力する。
※担当者の氏名を漢字とカタカナ
それぞれ入力してください。

⑲連絡先電話番号
半角数字で入力してください。

⑳連絡先メールアドレス
担当者の電話番号、メールアドレス
を入力する。
※審査で不備があった場合など、事
務局より連絡を行うことがあります。
日中ご都合のつく連絡先を入力し
てください。

⑳
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4．申請者情報の確認（ＳＴＥＰ1）

㉑

㉑振込先（口座情報）
案内に従い正確に入力する。

※振込先口座は、法人の場合は
「申請者情報」に記載した法人名義
の口座、個人事業主の場合は申請
者本人名義のものを指定してくだ
さい。

※口座名義（カタカナ）は通帳の表
紙を１ページめくった中表紙の見
開きのカタカナで記載されたもの
を入力してください。

※法人の場合は法人格は省略して
入力してください。
例：ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ⇒ｶ)
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5．添付ファイル保存（STEP2）

■振込先口座書類を添付ください。
※対応拡張子：pdf、jpeg、jpg、png、zip
※各項目の「ファイルを選択」からアップロードをお願いします。

㉒

㉒口座情報が分かる書類
の添付見開き（＆表紙）

・金融機関名/コード
・支店名/コード
・預金種別
・口座番号
・口座名義カナ

が分かる通帳見開きなど振込先の
口座情報書類を添付してください。

ネットバンキングの場合は該当箇
所が分かるスクリーンショットを添
付してください。

該当ファイルが複数ある場合は、ZIPファイルにまとめて添付してください。
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6．対象製品仕入量入力（STEP3）

㉓石油等由来製品・石油等由
来製品の代替品それぞれの
登録件数
申請する製品の数をそれぞれ入力し
てください。
購入実績がない場合は「０」を入力し
てください。

㉔補助金に係る対象製品仕
入量等集計表の添付
※申請する製品の種類が10種以上
の場合のみ
エクセルのフォーマットを「こちら」か
らダウンロードしていただき、「ファイ
ルを選択」を押して添付してください。

㉕補助対象製品の利用分野
経営している作目を選択し、
品目は申請される種類の分、販売し
ている品を記載してください。（米・
ねぎなど）

用途は購入した石油由来製品および
代替品の使用用途を選択してくださ
い。

㉓

㉔※10種以上申請する場合

㉕
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6．対象製品仕入量入力（STEP3）

㉖

㉗

㉘※令和8年2月に補助対象製品を購入されていない場合のみ

㉖令和8年2月時点での
製品情報（石油由来製品）
品名は正式名称で入力ください。
単価は税抜き価格となります。

※数量は令和8年2月中に購入
している場合はその個数を記載
し、未購入の場合は「-」を入力し
てください。

㉗令和8年3月以降の製
品情報（石油由来製品）
品名は㉖と同じ品名を入力くだ
さい。
単価は税抜き価格となります。

数量は製品を購入した数を入力
ください。

※補助金申請額は自動計算され
ます。

㉘備考（石油由来製品）
※令和8年2月に補助対象製品
を購入されていない場合のみ

※㉓数量にて「-」を記載してい
る場合は自動入力されます。
「１」以上を入力された場合は空
白のままでもご申請いただけま
す。
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6．対象製品仕入量入力（STEP3）

㉙

㉚

㉛

㉜令和8年2月に補助対象製品を購入されていない場合のみ

㉙補助対象製品の利用分野
経営している作目を選択し、
品目は販売している品を記載してください。
※米・ねぎなど

用途は購入した石油由来製品および代替品の
使用用途を選択してください。

㉚令和8年2月時点での製品情報
（石油由来製品の代替前品）
品名は正式名称で入力ください。
単価は税抜き価格となります。

※数量は令和8年2月中に購入している場合
はその個数を記載し、未購入の場合は「-」を入
力してください。

㉛令和8年3月以降の製品情報
（石油由来製品の代替品）
品名は㉙の代替品名を入力ください。
単価は税抜き価格になります。

数量は製品を購入した数を入力ください。

※補助金申請額は自動計算されます。

㉜備考（石油由来製品の代替前品）
※令和8年2月に補助対象製品を購入されて
いない場合
㉙数量にて「-」を記載している場合は自動入
力されます。
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6．対象製品仕入量入力（STEP3）

㉝石油由来製品補助金申請
額小計
※自動計算されます。

※千円未満切り捨て、50万円以上の
場合は50万円に修正されます

申請額の合計が１０万円未満の場合
交付対象外となります。

㉞石油等由来製品の代替品
補助金申請額小計
※自動計算されます。

※千円未満切り捨て、50万円以上の
場合は50万円に修正されます

申請額の合計が１０万円未満の場合
交付対象外となります。

㉟市町村による支援金
市町村による支援金を受けている場
合は金額と支援金の名称をご入力く
ださい。

㊱補助金申請額合計
※自動計算されます。

※千円未満切り捨て、50万円以上の
場合は50万円に修正されます

申請額の合計が１０万円未満の場合
交付対象外となります。

補助金申請額の合計が50万円を超
える場合であっても、上限額である
50万円が申請額となります。

㉝

㉞

㉟

㊱
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㊲

6．対象製品仕入量入力（STEP3）

㊲必要書類の添付
本画面にある書類はいずれも
「領収書」等支払されていることが確
認できる書類を添付してください。

申請が石油由来製品のみもしくは石
油代替品製品のみの場合は該当する
書類の添付をお願いいたします。
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■誓約される場合は、各誓約事項にチェックを付けてください。
すべての必須項目にチェックを付けないと申請出来ません。

7．誓約事項確認（STEP4）

㊳申請に関する確認事項
補助金を重複受領（申請している
製品が他の補助金で賄われてい
ないか）にならないかの確認事
項です。
※チェックが付いていない場合
は、申請できません。

㊴暴力団排除に関する誓
約事項
内容を確認いただき、該当しな
い場合チェックを付けてください。
※すべての項目にチェックが付
いていない場合は、申請できま
せん。

㊴

㊳



21

7．誓約事項確認（STEP4）

㊵申請に関する誓約事項
誓約内容を確認の上、すべてチェ
ックをつけてください。
※すべての項目にチェックが付い
ていない場合は、申請できません。

㊵
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7．誓約事項確認（STEP4）

㊶申請を完了する
すべての項目にチェックがされている
か確認し、「申請する」ボタンを押す。

㊷申請完了メール
申請時にご登録いただきましたメール
アドレス宛に事務局より申請完了メー
ルが届きます。
申請をしてから１時間以上経っても申
請完了メールが来ない場合は申請出
来ていない場合がございますのでマイ
ページに入りなおしてご確認ください。

㊶

事業者様ごと固有URLが送付されます。

㊷
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8．申請完了（STEP5）

㊸申請内容の確認
申請受付完了画面にある「マイページ」
のボタンもしくは特設サイトからマイ
ページログインをする。

㊹申請内容・状況を確認する
こちらから申請した内容と状況を確認
できます。
修正のご希望やご不明点がございま
したら事務局にお電話ください。

㊸

㊹


